
都道府県名 消防本部名
搬送困難事案件数（件） 比較（％） 救急出動件数（件） 比較（％）

今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期 今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期

北海道 札幌市消防局 47 53 50 -11% -6% 2,113 2,147 2,001 -2% +6%

青森県 青森地域広域事務組合消防本部 0 0 2 － 皆減 227 212 264 +7% -14%

岩手県 盛岡地区広域消防組合消防本部 9 13 12 -31% -25% 352 377 372 -7% -5%

宮城県 仙台市消防局 64 60 83 +7% -23% 1,174 1,229 1,188 -4% -1%

秋田県 秋田市消防本部 0 0 0 － － 244 246 210 -1% +16%

山形県 山形市消防本部 3 5 4 -40% -25% 234 249 240 -6% -3%

福島県 福島市消防本部 3 4 5 -25% -40% 250 267 268 -6% -7%

茨城県 水戸市消防局 13 19 26 -32% -50% 255 316 296 -19% -14%

栃木県 宇都宮市消防局 3 7 9 -57% -67% 507 493 503 +3% +1%

群馬県 前橋市消防局 1 3 1 -67% 0% 369 394 370 -6% -0%

埼玉県 さいたま市消防局 58 72 55 -19% +5% 1,545 1,511 1,435 +2% +8%

千葉県 千葉市消防局 90 109 138 -17% -35% 1,199 1,312 1,200 -9% -0%

東京都 東京消防庁 1,094 16,513

神奈川県

川崎市消防局 11 30 56 -63% -80% 1,667 1,689 1,568 -1% +6%

横浜市消防局 53 54 123 -2% -57% 4,250 4,275 4,245 -1% +0%

相模原市消防局 23 12 17 +92% +35% 764 737 826 +4% -8%

新潟県 新潟市消防局 2 5 9 -60% -78% 847 848 820 -0% +3%

富山県 富山市消防局 2 1 0 +100% 皆増 442 464 449 -5% -2%

石川県 金沢市消防局 5 6 9 -17% -44% 420 470 420 -11% 0%

福井県 福井市消防局 2 0 0 皆増 皆増 198 235 195 -16% +2%

山梨県 甲府地区広域行政事務組合消防本部 6 8 11 -25% -45% 311 360 294 -14% +6%

長野県 長野市消防局 0 0 0 － － 445 419 413 +6% +8%

岐阜県 岐阜市消防本部 3 0 0 皆増 皆増 550 566 513 -3% +7%

静岡県
静岡市消防局 0 0 0 － － 873 881 822 -1% +6%

浜松市消防局 9 21 15 -57% -40% 748 778 709 -4% +6%

愛知県 名古屋市消防局 9 18 32 -50% -72% 2,999 2,999 2,803 0% +7%

各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査（抽出）の結果（R8.3/30(月)～R8.4/5(日)分）

都道府県名 消防本部名
搬送困難事案件数（件） 比較（％） 救急出動件数（件） 比較（％）

今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期 今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期

三重県 四日市市消防本部 1 0 0 皆増 皆増 309 311 313 -1% -1%

滋賀県 大津市消防局 0 0 0 － － 382 391 373 -2% +2%

京都府 京都市消防局 7 5 18 +40% -61% 2,020 1,879 1,972 +8% +2%

大阪府
大阪市消防局 53 47 132 +13% -60% 4,720 4,673 4,741 +1% -0%
堺市消防局 10 19 24 -47% -58% 1,172 1,234 1,267 -5% -7%

兵庫県 神戸市消防局 12 13 21 -8% -43% 1,656 1,654 1,763 +0% -6%

奈良県 奈良市消防局 5 5 7 0% -29% 393 469 455 -16% -14%

和歌山県 和歌山市消防局 1 2 6 -50% -83% 385 440 413 -13% -7%

鳥取県 鳥取県東部広域行政管理組合消防局 0 0 0 － － 183 236 191 -22% -4%

島根県 松江市消防本部 0 0 0 － － 188 187 188 +1% 0%

岡山県 岡山市消防局 1 2 5 -50% -80% 674 711 711 -5% -5%

広島県 広島市消防局 37 53 83 -30% -55% 1,214 1,356 1,333 -10% -9%

山口県 下関市消防局 2 3 3 -33% -33% 315 309 262 +2% +20%

徳島県 徳島市消防局 20 13 14 +54% +43% 262 266 276 -2% -5%

香川県 高松市消防局 18 27 31 -33% -42% 472 475 483 -1% -2%

愛媛県 松山市消防局 1 1 9 0% -89% 508 554 508 -8% 0%

高知県 高知市消防局 4 3 10 +33% -60% 386 379 354 +2% +9%

福岡県
福岡市消防局 30 29 46 +3% -35% 1,691 1,789 1,753 -5% -4%

北九州市消防局 7 6 19 +17% -63% 1,110 1,132 1,211 -2% -8%

佐賀県 佐賀広域消防局 1 3 2 -67% -50% 330 342 367 -4% -10%

長崎県 長崎市消防局 4 9 10 -56% -60% 442 524 520 -16% -15%

熊本県 熊本市消防局 21 29 35 -28% -40% 784 790 795 -1% -1%

大分県 大分市消防局 11 14 13 -21% -15% 426 442 467 -4% -9%

宮崎県 宮崎市消防局 10 10 15 0% -33% 389 402 378 -3% +3%

鹿児島県 鹿児島市消防局 5 1 1 +400% +400% 651 677 726 -4% -10%

沖縄県 那覇市消防局 1 1 4 0% -75% 397 439 414 -10% -4%

合 計 678 795 2,259 -15% -70% 44,442 45,535 61,171 -2% -27%※１ 本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数４回以上」かつ
「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁宛て報告のあったものとしている。

        なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。
※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部
※３ 医療機関の受け入れ体制確保等に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。
※４ 本表における今回及び前週の件数は、速報値である。 ※５ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。

※６ 東京消防庁については、システム改修のため集計対象外としている（R8.2.1～）。

【参考】
前 回 合 計 795 867 3,120 -8% -75% 45,535 46,246 64,497 -2% -29%

R8.4.7
総務省消防庁
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※３ 医療機関の受入れ体制確保に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。
※４ この数値は速報値である。
※５ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。
※６ 東京消防庁については、システム改修のため集計対象外としている（R8.2.1～）。
※７  救急搬送困難事案数(R8.1.26～R8.2.1) ●   救急出動件数(R8.1.26～R8.2.1)

 救急搬送困難事案数(R8.2.2~) 救急出動件数(R8.2.2~)

※１  本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数
４回以上」かつ「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁あて報
告のあったもの。なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。

※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部

各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査（抽出）の結果（各週比較） R8.4.7
総務省消防庁


	スライド番号 1
	スライド番号 2

